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浜松商工会議所

令和５年度税制改正の緩和策で

何が変わるの？



はじめに.令和５年度税制改正の緩和策

⑴ 電子帳簿等保存に関する主な改正事項（令和５年度）
「優良な電子帳簿に係る過少申告加算税の軽減措置」の対象となる帳簿の範囲が
見直されました。

※令和６年１月１日以後に法定申告期限等が到来する国税について適用されます。

⑵ スキャナ保存に関する主な改正事項
①解像度・階調・大きさに関する情報の保存が不要とされました。
②入力者情報の確認要件が不要とされました。
③帳簿との相互関連性の確保が必要な書類が重要書類に限定されました。

※令和6年1月1日以後にスキャナ保存が行われる国税関係書類について適用されます。

⑶ 電子取引データ保存に関する主な改正事項
①検索機能の全てを不要とする措置の対象者が見直されました。
②令和４年度税制改正で措置された「宥恕措置」は適用期限（令和５年12月３１日
をもって廃止されます。
③新たな猶予措置が整備されました。

※令和6年1月1日以後にやり取りする電子取引データについて適用されます。
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Ⅰ.電子帳簿等保存制度の概要

⚫電子帳簿等保存制度は、納税者の文書保存に係る負担軽減を図る観点から、帳
簿や国税関係書類の電磁的記録等（ハードディスク、ＣＤ、ＤＶＤ、磁気テープ、クラ
ウドサービス等）による保存を可能とする制度です。

⚫ ただし、改ざんなど課税上問題となる行為を防止する観点から、保存方法等につい
て、真実性・可視性の確保に係る一定の要件を設けています。

① 電子帳簿等保存
帳簿（仕訳帳等）や国税関係書類（決算関係書類等）のうち自己が最初の記録段階
から一貫して電子計算機を使用して作成しているものについては、一定の要件の下、
データのままで保存等ができる（任意）

② スキャナ保存
決算関係書類を除く国税関係書類（例：取引先から受領した領収書・請求書等）につ
いては、その書類を保存する代わりとして、一定の要件の下でスマホやスキャナで読み
取ったデータを保存することができる（任意）

③ 電子取引データ保存
所得税・法人税に関する帳簿書類の保存義務者は、取引情報のやりとりをデータで
行った場合には、一定の要件の下、やりとりしたデータを保存することが必要（義務）
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Ⅰ.電子帳簿等保存制度の概要



Ⅱ.電子帳簿等保存（帳簿書類の電子化！）

➢ 文書保存の負担軽減を図る観点から、各税法で保存が義務づけられて
いる帳簿書類は、システムの説明書等の備付け等の最低限の要件を満
たせば、プリントアウトせずに、作成した電子データのまま保存する
ことができます。

➢ 国税の納税義務の適正な履行に資する一定の要件を満たした電子帳
簿（優良な電子帳簿）の備付け及び保存することで、過少申告加算税
の軽減措置や所得税の青色申告特別控除（６５万円）の適用を受ける
ことができます。
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Ⅱ.電子帳簿等保存（帳簿書類の電子化！）

Ｑ．対象となる帳簿は？

◆自己がコンピュータを使用して作成する帳簿
（例）仕訳帳、総勘定元帳、経費帳、売上帳、仕入帳 など

※ 一部の帳簿のみを電子データによって保存することもできます。
（例：仕訳帳と総勘定元帳を電子データで保存し、他の帳簿は紙で保存する。）

※ 作成する過程で一部を手書きで記録するなど、一貫してコンピュータを使用して作
成しない帳簿については、この制度の適用は受けられません。

※ 過少申告加算税の軽減措置の適用を受けるためには、青色申告者が保存しなければ
ならないこととされる①仕訳帳、②総勘定元帳③その他必要な帳簿（次ページ：令
和5年度改正⑴）について、優良な電子帳簿の要件に従って保存等を行う必要があ
ります。
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⑴電子帳簿等保存に関する主な改正事項

「優良な電子帳簿に係る過少申告加算税の軽減措置」の対象となる帳簿の範囲

【見直し前】 ①仕訳帳、②総勘定元帳、③その他必要な帳簿（全ての青色関係帳簿）

【見直し後】 ①仕訳帳、②総勘定元帳、③その他必要な帳簿（以下の記載事項に係るものに限定）
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③における記載事項 帳簿の具体例

売上（加工その他の役務の給付等売上と同様の性質を有する
者を含む。）その他収入に関する事項

売上帳

仕入れその他経費（法人税は、賃金・給料・法定福利費・厚生
費を除く。）に関する事項

仕入帳、経費帳、賃金台帳（所得税のみ）

売掛金（未収加工料その他売掛金と同様の性質を有するもの
を含む。）に関する事項

売掛帳

買掛金（未払加工料その他買掛金と同様の性質を有するもの
を含む）に関する事項

買掛帳

手形（融通手形を除く。）上の債権債務に関する事項 受取手形記入帳、支払手形記入帳

その他の債権債務に関する事項（当座預金を除く。） 貸付帳、借入帳、未決済事項に係る帳簿

有価証券（商品であるものを除く。）に関する事項（法人税の
み）

有価証券受払い簿（法人税のみ）

減価償却資産に関する事項 固定資産台帳

繰延資産に関する事項 繰延資産台帳

※令和６年１月１日以後に法定申告期限等が到来する国税について適用されます。



Ⅱ.電子帳簿等保存（帳簿書類の電子化！）

Ｑ．対象となる書類は？

◆自己がコンピュータを使用して作成する決算関係書類
（例）損益計算書、貸借対照表 など

◆自己がコンピュータを使用して作成して取引相手に交付する書類の写し
（例）見積書、請求書、納品書、領収書 などの“控え”
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Ⅱ.電子帳簿等保存（帳簿書類の電子化！）

Ｑ．必要な手続きは？

◆電子保存の開始に当たって、特別な手続きは、必要ありません。
事前に税務署長の承認を受ける必要もなく、任意のタイ ミングで始められます。た

だし、帳簿の電子保存については原則、課税期間の途中から適用することはできません。
優良な電子帳簿に係る過少申告加算税の軽減措置等の適用を受けるためには、所轄税

務署長宛、あらかじめ（※）届出書を提出する必要があります。
（※）軽減措置等の適用を受けようとする国税の法定申告期限までに、その届出書を提出した場合

には、あらかじめ、提出があったものと取り扱います。

◆要件を満たすかどうか確認するための認証制度及び相談窓口があります。
市販のソフトウエア等で機能要件を満たすと認証を受けた製品には、公益社団法人日
本文書情報マネジメント協会（ＪＩＩＭＡ）の認証マークが付されています。また、独
自開発されるシステムを対象に税務署及び国税局に事前相談窓口を設けています。
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Ⅲ.書類のスキャナ保存！

Ｑ．対象となる書類は？

◆取引相手から受け取った書類

◆自己が作成して取引相手に交付する書類の写し

（例）契約書、見積書、注文書、納品書、検収書、請求書、領収書 など

➢ 文書保存の負担軽減を図る観点から、各税法で保存が義務づけられている書類は、
一定の要件の下で、紙のままではなくスキャナで読み取った電子データの形式で保
存することができます。
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Ⅲ.書類のスキャナ保存！

Ｑ．「スキャナ」とは？

◆書面を電子データに変換する入力装置のうち次の要件を満たすもの

〇解像度：200dpi（Ａ４サイズで約387万画素相当）以上
による読み取りができること

〇色調：カラー画像（※）による読み取りができること

※資金や物の流れに直結しない「一般書類」を保存する場合には、
グレースケール画像でも可
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Ⅲ.書類のスキャナ保存！

Ｑ．必要な手続きは？

◆スキャナ保存の開始に当たって、特別な手続きは、原則（※）必要あり
ません。

事前に税務署長の承認を受ける必要もなく、任意のタイミングで始められます。また、

スキャナ保存は書類の種類ごとに行うことができます。
（※）過去分重要書類のスキャナ保存には、届出書を提出する必要があります。

◆要件を満たすかどうか確認するための認証制度及び相談窓口があります。
市販のソフトウエア等で機能要件を満たすと認証を受けた製品には、公益社団法人日
本文書情報マネジメント協会（ＪＩＩＭＡ）の認証マークが付されています。また、独
自開発されるシステムを対象に税務署及び国税局に事前相談窓口を設けています。
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⑵スキャナ保存に関する主な改正事項
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①解像度・階調・大きさに関する情報の保存が不要とされました。

国税関係書類をスキャナで読み取った際の解像度・階調・大きさに関する情報の保存を必要とする
要件が廃止されました。なお、これらの情報を保存しておくことは不要となりましたが、スキャナで読
み取る際に守らなければならない解像度（200ｄｐｉ以上）や階調（原則としてカラー画像）などの要
件自体に変更はありません。

②入力者情報の確認要件が不要とされました。

スキャナ保存時に記録事項の入力を行う者又はその者を直接監督する者に関する情報を確認でき
るようにしておくことを求める要件が廃止されました。（電子取引データ保存についても同様です。）

③帳簿との相互関連性の確保が必要な書類が重要書類に限定されました。

スキャナで読み取った際に、帳簿と相互にその関連性を確認できるようにしておく必要がある国税関
係書類が、「重要書類（契約書・領収書・送り状・納品書等のように資金や物の流れに直結・連動す
る書類）」に限定されることとなりました。
この見直しにより、「一般書類（見積書・注文書等や納品書の写しのように、資金や物の流れに直結・
連動しない書類）」をスキャナ保存する場合については、相互関連性の確保が不要になりました。

※令和6年1月1日以後にスキャナ保存が行われる国税関係書類について適用されます。



Ⅳ.電子取引データの保存

➢ 請求書・領収書・契約書・見積書などに関する電子データを送付・受
領した場合には、その電子データを一定の要件を満たした形で保存す
ることが必要です。

➢申告所得税・法人税に関して帳簿書類の保存義務がある全ての事業者
が対応する必要があります。

◆ 令和５年１２月３１日までに行う電子取引については、保存すべき
電子データをプリントアウトして保存し、税務調査等の際に提
示・提出できるようにしていれば差し支えありません。（事前申請
等は不要）

◆ 令和６年１月からは保存要件に従った電子データの保存が必要ですの
で、そのために必要な準備をお願いします。
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Ⅳ.電子取引データの保存

Ｑ．保存すべき電子データは？

◆紙でやり取りしていた場合に保存が必要な情報が含まれる電子データ

（例）請求書、領収書、契約書、見積書 など

※受け取った場合だけでなく、送った場合についても保存が必要です。
※例えば、電子メールの本文・添付ファイルで請求書に相当する情報をやり取
りした場合や、ＷＥＢ上でおこなった備品等の購入に関する領収書に相当する
情報がサイト上でのみ表示される場合には、それぞれの電子データを保存する
必要があります。（ＰＤＦやスクリ－ンショットによる保存も可）。
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Ⅳ.電子取引データの保存

Ｑ．どのように保存する必要があるのか？

◆改ざん防止のための措置をとる
「タイムスタンプ付与」や「履歴が残るシステムでの授受・保存」といった方法
以外にも「改ざん防止のための事務処理規程を定めて守る」でも構いません。

◆「日付・金額・取引先」で検索できるようにする
専用システムを導入していなくても、①索引簿を作成する方法や、②規則的な
ファイル名を設定する方法でも対応が可能です。

※検索要件の全てが不要となる対象者あり（21ページ参照（電子取引データ保
存に関する主な改正事項））

◆ディスプレイ・プリンタ等を備え付ける
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Ⅳ.電子取引データの保存

Ｑ．改ざん防止のための措置について

◆システム費用等をかけずに導入できる“改ざん防止のための事務処理規程”
については、国税庁ＨＰでサンプルを公表しています。

※Ｗｏｒｄファイルで公表していますので、ひな形としてご活用いただけます。
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Ⅳ.電子取引データの保存

Ｑ．検索機能を確保する簡易な方法について

◆表計算ソフトで索引簿を作成する方法
表計算ソフト等で索引簿を作成しておくことで、表計算ソフト等の機能を
使って検索する方法です。

連番 日付 金額 取引先 備考

1 20210131 110,000 ㈱霞商店 請求書

2 20210210 330,000 国税工務店㈱ 注文書

3 20210228 330,000 国税工務店㈱ 領収書

～

49 20211217 220,000 ㈱霞商店 請求書

50 20211227 55,000 国税工務店㈱ 領収書

＜イメージ＞

以下のいずれかの方法でも、検索機能を確保していることとなります。
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Ⅳ.電子取引データの保存

Ｑ．検索機能を確保する簡易な方法について

◆規則的なファイル名を付す方法
データのファイル名に規則性をもって「日付・金額・取引先」を入力し、
特定のフォルダに集約しておくことで、フォルダの検索機能が活用できる
ようにすることです。

＜イメージ＞

（例）２０２１年１月３１日 ㈱霞商店からの110,000円の請求書なら「20210131＿110000＿㈱霞商店」

※税務調査の際に。税務職員からデータのダウンロードの求めがあった場合には、上記のデータについて提
出してください。

20210131_110000_㈱霞商店.pdf

20210210_330000_国税工務店㈱.msg

20210228_330000_国税工務店㈱.pdf

20211217_220000_㈱霞商店.msg

以下のいずれかの方法でも、検索機能を確保していることとなります。
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Ⅳ.電子取引データの保存

市販のソフトウエア等を使用する方への参考情報

◆電子取引データの保存については、専用システムやソフトウエア等を用意
しなくても対応できますが、保存や検索などが効率的にできるソフトウエ
ア等も販売されています。

◆要件を満たしたソフトウエア等か確認するための認証制度があります。

市販のソフトウエア等で機能要件を満たすと認証を受けた製品には、公
益社団法人日本文書情報マネジメント協会（ＪＩＩＭＡ）の認証マーク
が付されています。また、独自開発されるシステムを対象に税務署又は
国税局に事前相談窓口を設けています。
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電子取引データ保存に関する留意点

令和４年１月１日以降にやりとりした電子取引データの保存に関する要件

①タイムスタンプが付与されたデータを受け取る。
②保存するデータにタイムスタンプを付与する。
③データの授受と保存を、訂正削除履歴が残るシステムやそもそも訂正削除ができないシ
ステムで行う。

④不当な訂正削除の防止に関する事務処理規程を制定し、遵守する。

１．真実性の確保（改ざん防止） ※以下のいずれかを満たす

２．可視性の確保 ※以下を全て満たす

①モニター・操作説明書等の備付け

②検索要件の充足

+

従来のようにやりとりしたデータをプリントアウトして保存する方法は認
められておらず、やりとりした電子取引データ自体を上記要件に満たして
保存する必要があります。

ただし、令和５年１２月３１日までに行う電子取引については、保存すべき電子データを
プリントアウトして保存し、税務調査等の際に提示・提出できるようにしていれば差し支え
ありません。（事前申請等は不要）。
令和６年１月からは保存要件に従った電子データの保存が必要ですので、そのために必要
な準備をお願いします。（令和５年度税制改正により、新たな猶予措置：次ページ参照）
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⑶電子取引データ保存に関する主な改正事項

21

①検索機能の全てを不要とする措置の対象者が見直されました。
税務調査等の際に電子取引データの「ダウンロードの求め（調査担当者にデータのコピーを提供すること）」に応

じることができるようにしている場合に検索機能の全てを不要とする措置について、以下のとおり対象者が見直さ
れました。
イ、 検索機能が不要とされる対象者の範囲が、基準期間(２課税年度前)の売上高が「1,000 万円以下」の保存
義務者から「5,000 万円以下」の保存義務者に拡大されました。

ロ 、対象者に「電子取引データをプリントアウトした書面を、取引年月日その他の日付及び取引先ごとに整理され
た状態で提示･提出することができるようにしている保存義務者」が追加されました。

②令和４年度税制改正で措置された「宥恕措置」は適用期限（令和５年12月３１日を
もって廃止されます。
（参考） 令和５年 12 月 31 日までにやり取りした電子取引データを「宥恕措置」を適用して保存している方は、
令和６年１月１日以後も保存期間が満了するまで、そのプリントアウトした書面を保存し続け、税務調査等の際に

提示・提出できるようにしていれば問題ありません。

③新たな猶予措置が整備されました。
次のイ･ロの要件をいずれも満たしている場合には、改ざん防⽌や検索機能など保存時に満たすべき要件に沿っ
た対応は不要となり、電子取引データを単に保存しておくことができることとされました。
イ、 保存時に満たすべき要件に従って電子取引データを保存することができなかったことについて、所轄税務署
⻑が相当の理由があると認める場合（事前申請等は不要です。）

ロ、 税務調査等の際に、電子取引データの「ダウンロードの求め」及びその電子取引データをプリントアウトし
た書面の提示･提出の求めにそれぞれ応じることができるようにしている場合

※令和6年1月1日以後にやり取りする電子取引データについて適用されます。



電子取引データ保存に関してよくあるご質問

Ｑ、同じ内容について紙とデータの両方受け取った場合、その両方について
保存をしておく必要はあるか。

Ａ、電子取引データと書面の内容が同一であり、書面を正本として取り扱
うことを取り決めている場合には、当該書面の保存のみで足りる。
ただし、電子取引データに書面で受領した取引情報を補完するような
取引情報が含まれている場合等には、いずれについても保存が必要に
なる。
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Ｑ、受領したデータを一旦紙に出力し、それについてスキャナ保存を行うこ
とにより保存することは認められるか。

Ａ、他社から受領した電子データとの同一性が十分に確保できないことか
ら、真実性確保のための要件（改ざん防止要件）が課されていない出
力書面等による保存措置が廃止されたところであり、この出力書面に
よる保存自体が認められないこととなったため、その出力書面をス
キャナ保存することも認められない。

電子取引データ保存に関してよくあるご質問
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令和４年１月１日以後、出力した書面による電子データの保存や、上
記による保存要件を満たさない形で電子データを保存した場合には、青
色申告の承認の取り消しの対象となり得ます。ただし、青色申告の承認
の取消しは、違反の程度等を総合勘案のうえ、真に青色申告書を提出す
るにふさわしくないと認められるかどうか等を検討した上で、適用を判
断されます。
必要経費として認められるか否かといった申告内容の適正性について
も、税務調査において納税者からの追加的な説明や資料提出、取引先の
情報等を総合勘案のうえ確認されます。

参考 罰則規定（電子取引）
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電子取引データ保存の具体的対応

「紙」か「電子」かにかかわらず取引先から受領している書類を確認しましょう

※以下のような電子取引の抜け漏れがないか確認し、対象をリスト化しましょう。従業員が経費を立替払い
した取引も対象となる点に注意が必要です。

⚫ 電子メール（メール本文や添付ファイル）で請求書や領収書を受信したり送信したりしている･････

⚫ Amazon、楽天、モノタロウ等のインターネットサイトで物品購入している･････････････････････

⚫ 公共料金の請求内容は紙でなく、インターネットで確認している･･･････････････････････････････

⚫ クレジットカードの利用明細をインターネットで入手している･････････････････････････････････

⚫ 従業員がネットで購入した旅費（JALやANA等）を立替払い精算している･･･････････････････････

⚫ 電子請求書や電子領収書等を受領している･･･････････････････････････････････････････････････

⚫ 複合機で取引情報を含むFAXを電磁的に受け取って紙を出力していない･････････････････････････

⚫ 請求書や領収書等のデータをDVDやフラッシュメモリで受領している･･････････････････････････

⚫ 大手メーカーとの取引に専用のシステム（EDIシステム）を利用している･･･････････････････････

⚫ 運送会社の請求データをインターネットで入手している･･･････････････････････････････････････

はい いいえ
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電子取引データ保存の具体的対応

電子取引データの保存方法を検討しましょう

①専用のソフトウエアを導入する

事務作業の負担を軽減できる。社内のペーパーレス化を加速できる。

費用がかかる可能性がある。法的な要件を満たしたシステムか確認する必要がある。

②専用のソフトウエアは利用せず、社内のルールを策定して、任意のフォルダに格納
して保存する

費用がかからず始められる。

運用が複雑になる。事務負担が大きい。保存期間中（最長１０年間）にデータが消失

しないようバックアップをとるなどの対策が必要になる。

メリット

メリット

デメリット

デメリット
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～導入に向けた実務対応ポイント～
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